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（概  要） 

 平成 16 年の商品取引所法改正審議（衆・経産委）において「商品取引員の

受託業務の実態を毎年調査し､公表するよう努めること」との附帯決議がなさ

れたこと等を踏まえ､平成 18 年度以降､毎年度調査を実施して結果を公表し

ている。本調査は今回で 18 回目となる。 

 

（目  的） 

商品先物取引業の現状等を把握し､今後の商品先物取引に関する制度立案

や運営を行う上での基礎資料として活用する。 

 

（対  象） 

①   委託者調査 

調査対象数 有効回答数 回答率 

4,499 名 634 名 14.1% 

抽出方法：無作為抽出による標本調査 

②   商品先物取引業者調査 

調査対象数 有効回答数 回答率 

34 社 34 社 100% 

抽出方法：全数調査 

 

（調査方法） 

①  委託者調査：アンケート調査票を用いた郵送調査（送付、回収、集計） 

②  商品先物取引業者調査：アンケート調査票を用いた E-MAIL 調査(同上) 

 

（調査時期） 

①  委託者調査：令和６年２月 

②  商品先物取引業者調査：令和６年１月～２月 


